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は じ め に

これまで用途地域の指定は、東京都が「東京の都市づくりビジョン」および「都

市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）」の将

来像を踏まえ、東京都における「用途地域等に関する指定方針及び指定基準」に

もとづき行ってきたところであるが、平成 24 年４月の都市計画法の一部改正に

より、用途地域等にかかる都市計画決定権限は、都道府県から市町村に移譲され

た。

これを受け、本市では平成 26 年５月に改定した「青梅市都市計画マスタープ

ラン」にもとづき、平成 28 年９月に「青梅市用途地域等に関する指定方針およ

び指定基準」を定め、適切な用途地域等の指定にかかる基本的な考え方を示した。

その後、東京都では「都市づくりのグランドデザイン」の策定（平成 29 年９

月）、「東京都の用途地域等に関する指定方針及び指定基準」の改定（令和元年 10

月）、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）」

の改定（令和３年３月）を行っている。

また、本市では、「青梅市総合長期計画」の改定（令和５年３月）を受け、「青

梅市都市計画マスタープラン」の改定（令和７年 12 月）を行い、この中で、用

途地域の考え方の基本となる都市の将来像や土地利用の方針、地域ごとのまちづ

くりの方針を掲げた。

このため、「青梅市都市計画マスタープラン」との整合を図り、「青梅市用途地

域等に関する指定方針および指定基準」を改定する。

今後は、この指定方針および指定基準にもとづき、適切に用途地域等の指定を

行い、都市計画マスタープランに掲げた都市の将来像「美しい山と 渓谷に抱か

れ、東京に暮らす 青梅」の実現に向けたまちづくりを推進する。
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― 用途地域等に関する指定方針 ―

１ 用途地域に関する基本的な考え方

用途地域は、土地の自然的条件および土地利用の動向を勘案して、住居、商業、工

業の用途を適正に配分することにより、都市機能を維持増進し、かつ、住居の環境を

保護し、商業、工業の利便を増進するように定める。この場合において、市街化区域

については、少なくとも用途地域を定めるものとし、市街化調整区域については、原

則として用途地域を定めないものとする。また、用途地域を定める場合は、次に掲げ

る事項を基本的な考え方とする。

(1) マスタープランとの整合

用途地域は、単なる局地的・相隣的な土地利用の調整の観点にとどまらず、都市

全体にわたる都市機能の配置および密度構成の観点から検討し、積極的に望ましい

市街地の形成を誘導するため、都市計画区域マスタープランまたは青梅市都市計画

マスタープランに示される地域ごとの都市の将来像にあった内容とする。

(2) 特別用途地区等の活用

用途地域は、必要に応じ、特別用途地区、高度地区その他の地域地区を併せて定

めることにより、これらの都市計画が一体として、適正かつ合理的な土地利用を実

現する観点から見て各地域の特性にふさわしい土地利用計画となるよう配慮する。

(3) 地区計画の活用

用途地域は、必要に応じ、地区計画を併せて定めることにより、これらの都市計

画が一体として、地域の実情に応じ、詳細な土地利用の規制・誘導を実現するよう

配慮する。

２ 都市計画として定める事項

用途地域については、都市計画に次に掲げる事項を定めるものとする。

・用途地域の種類、位置、区域および面積

・建築物の容積率（延べ面積の敷地面積に対する割合）および建築物の敷地面積の最

低限度（市街地の環境を確保するため必要な場合に限る。）

・第一種低層住居専用地域または第二種低層住居専用地域を定める場合は、建築物の

建蔽率（建築面積の敷地面積に対する割合）、外壁の後退距離の限度（低層住宅にか

かる良好な住居の環境を保護するため必要な場合に限る。）および建築物の高さの限

度

・第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種

住居地域、準住居地域、近隣商業地域、準工業地域、工業地域または工業専用地域

を定める場合は、建築物の建蔽率

３ 用途地域の設定方針

用途地域の設定に当たっては、地域における住居の環境の保護または業務の利便の

増進を図るため、次に掲げる事項に留意し、住宅地や商業地、工業地を適正に配置・
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配分するものとする。

(1) 住宅地

住宅地を形成する地域については、住居の環境の悪化をもたらすおそれのある施

設の混在を防止し、住居の専用性を高めることが必要な場合には、次に掲げる事項

に留意して第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居

専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域または第二種住居地域を定

めるものとする。

また、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専

用地域または第二種中高層住居専用地域と、商業地域、工業地域または工業専用地

域とは、相互に接して定めないものとする。ただし、都市施設である道路や公園・

緑地もしくは地区計画等により確保される緑地帯または地形等が緩衝的な役割を果

たす場合はこの限りでない。

ア 第一種低層住居専用地域

低層住宅にかかる良好な住居の環境を保護するため定める地域とする。

イ 第二種低層住居専用地域

良好な住居の環境を有する低層住宅地の形成を図る地域において、主要な生活

道路に面する地域等について、住民の日常生活圏にも配慮して、小規模な日用品

販売店舗等の立地を許容するため定める地域とする。

ウ 第一種中高層住居専用地域

中高層住宅にかかる良好な住居の環境を保護するため定める地域とする。

エ 第二種中高層住居専用地域

良好な住居の環境を有する中高層住宅地の形成を図る地域において、鉄道駅の

徒歩圏で主要な生活道路に面する地域等について、住民の日常生活の利便から中

高層住宅地内で中規模な店舗等の立地を許容するため定める地域とする。

オ 第一種住居地域

住居の環境を保護するため定める地域とする。

カ 第二種住居地域

住居の環境を保護する住宅地において、住居と店舗、事務所等の併存を図るた

め定める地域とする。

キ 準住居地域

道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務の利便の増進を図りつつ、こ

れと調和した住居の環境を保護するため定める地域とする。

(2) 商業地

商業地を形成する地域については、交通ネットワークの形成との関係を考慮しつ

つ、都市における商業業務機能の適正な構成を図る観点から、次に掲げる事項に留

意して商業地域または近隣商業地域を定めるものとする。

ア 近隣商業地域

近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを主たる内容とする商業
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その他の業務の利便を増進するため定める地域とする。また、隣接する住宅地と

の環境の調和を図る必要がある商業地等を定めるものとする。

イ 商業地域

中心商業地または地域の核として店舗、事務所、娯楽施設等の集積を図る主要

な鉄道駅周辺で、商業その他の業務の利便を増進するため定める地域とする。

(3) 工業地

工業地を形成する地域については、工業の利便の増進を図るため、利便を害する

おそれのある施設の混在を防止することが望ましいという観点から、次に掲げる事

項に留意して工業専用地域、工業地域または準工業地域を定めるものとする。

ア 準工業地域

住宅等の混在を排除することが困難または不適当と認められる工業地等で、環

境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便を増進するため定める地域とする。

イ 工業地域

工業専用地域および準工業地域のいずれにもあたらないが、工業の利便を増進

するために定める地域とする。

ウ 工業専用地域

住宅等の混在を排除し、またはこれを防止し、工業に特化した土地利用を図る

地域等で、工業の利便を増進するため定める地域とする。

(4) 幹線道路の沿道

幹線道路の沿道については、通常の用途地域の選定の考え方に加えて、当該地域

の都市構造上の位置、土地利用の現況および動向、当該道路の有する機能および整

備状況を勘案して用途地域を選定するものとする。特に、業務の利便の増進を図る

地域については、近隣商業地域、商業地域、準工業地域または準住居地域のうちか

ら適切な用途地域を定めるものとする。この場合、自動車交通量が多い幹線道路に

面する地域においては、近隣商業地域、商業地域または準工業地域を、また、その

他の自動車交通量が比較的少ない道路に面する地域については、準住居地域を定め

るものとする。

その他、幹線道路の沿道は、その後背地に比べて基盤施設の条件が良いことから、

沿道にふさわしい土地利用、建築物を誘導するため、当該基盤施設の容量等を勘案

した上で、地域の実情に応じて後背地より高い容積率を指定することとする。

(5) 汚物処理場等

都市施設のうち汚物処理場、ごみ焼却場その他の廃棄物処理施設および熱供給施

設が立地する地域について、用途地域を指定する場合や変更する場合には、工業地

域または工業専用地域を定めるものとする。

(6) その他

その他次に掲げるような特徴を有する市街地については、その地域内の建築物の

用途および規模、隣接する地域の用途地域等を勘案して適切な用途地域を定めると

ともに、特別用途地区、高度地区、地区計画等を合わせて指定することとする。
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ア 学校等

学校、図書館およびその他の教育施設の立地を図る地域については、第一種低

層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種

中高層住居専用地域、第一種住居地域または第二種住居地域を定めるものとする。

イ 流通業務施設等

主として流通業務施設または工場等の集約的な立地を図る地域については、準

工業地域または工業地域を定めるものとする。

４ 建蔽率、容積率に関する方針

用途地域に関する都市計画として定める建蔽率、容積率については、市街地におけ

る建築物の密度、高さ、敷地の状況、道路の整備状況、公園およびその他の有効なオ

ープンスペースの状況等を勘案して、適切に定めるものとする。また、各用途地域に

ついてそれぞれ次に掲げる事項を参考として適切な数値を定めるものとする。

(1) 第一種低層住居専用地域および第二種低層住居専用地域

ア 特に市街地の密度を低く設定する場合

優れた住居の環境の保護を図る低層住宅用地等においては、建蔽率 40％、容積

率 80％とする。

イ 特に市街地の密度を高く設定する場合

良好な住居の環境を維持しつつ、低層住宅用地としての土地の有効利用を図る

地域のうち、鉄道駅の徒歩圏や主要な道路の沿道等で必要な公共施設が整備され

た地域においては、建蔽率 60％、容積率 150％とする。

ウ 外壁の後退距離の限度

低層住宅にかかる良好な住居の環境を保護するために必要な場合に限り、外壁

の後退距離の限度を定めるものとする。この場合において、市街地の状況に応じ、

これらの制限が実態にそぐわない過度の権利制限とならないように配慮する。な

お、外壁の後退距離の限度は、1.0ｍまたは 1.5ｍとする。

エ 建築物の高さの限度

建築物の高さの最高限度は、10ｍまたは 12ｍとする。

(2) 第一種中高層住居専用地域および第二種中高層住居専用地域

ア 特に市街地の密度を低く設定する場合

優れた住居の環境の保護を図る中高層住宅地等においては、建蔽率 40％、容積

率 100％とする。

イ 特に市街地の密度を高く設定する場合

鉄道駅の徒歩圏や主要な道路の沿道で土地の高度利用を図る地域のうち、必要

な公共施設が整備された地域においては、容積率 300％とする。

(3) 商業地域

ア 特に市街地の密度を低く設定する場合

土地の高度利用を前提としない地域や、地域の環境を保護するため土地の高度
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利用を図ることが不適切な地域においては、容積率 300％とする。

イ 特に市街地の密度を高く設定する場合

商業施設または業務施設の集積を図る地域等特に土地の高度利用を図るべき地

域で、必要な公共施設が整備された地域においては、容積率を 400％または 500％

とする。

(4) 第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、準工業地域、工

業地域および工業専用地域

ア 特に市街地の密度を低く設定する場合

土地の高度利用を前提としない地域や、地域の環境を保全するため土地の高度

利用を図ることが不適切な地域においては、容積率 150％以下とする。

イ 特に市街地の密度を高く設定する場合

特に土地の高度利用を図る地域で、鉄道駅の徒歩圏や主要な道路の沿道で必要

な公共施設が整備された地域においては、容積率 300％とする。

(5) 建築物の敷地規模の最低限度

敷地の細分化による居住環境の悪化のおそれがある等、市街地の環境を確保する

ため必要な場合に限り、建築物の敷地面積の最低限度を定めるものとする。この場

合において、市街地の状況に応じ、これらの制限が実態にそぐわない過度の権利制

限とならないよう配慮する。なお、建築物の敷地面積の最低限度は、200 ㎡以下と

する。

５ その他の地域地区の活用方針

特別用途地区、高度地区、防火地域及び準防火地域等を有効に活用し、防災性の向

上や、良好な街並み景観の形成など地域の特性を生かしたまちづくりを推進する。

(1) 特別用途地区

特別用途地区については、用途地域の指定の目的を基本とし、これを補完するた

め、特定の建築物の用途等を制限または緩和することが必要な区域について、積極

的に活用を図る。

(2) 高度地区

隣地の日照等への考慮または良好な街並みや都市景観の維持もしくは形成を図る

ため、基本となる用途地域との整合に留意し、斜線制限型の高度地区を指定する。

この場合、原則として、低層住居専用地域は第一種高度地区、容積率 200％の区域

は第二種高度地区、容積率 300％の区域は第三種高度地区に指定する。また、市街

地の特性に応じて高度地区に建築物の高さの最高限度を定める。

ただし、土地の高度利用を図る観点から、400％以上の容積率が指定された区域に

ついては斜線制限型高度地区を指定しないものとする。

(3) 高度利用地区

土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、別に定める「東

京都高度利用地区指定方針及び指定基準」にもとづき、市街地の特性を踏まえて適
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切な土地利用を誘導する。

(4) 防火地域及び準防火地域

防災上重要な地域を対象に、原則として 400％以上の容積率が指定された区域に

防火地域を指定する。また、容積率 200％以上の区域で市街地の安全性の向上を図

ることが必要な区域については、防火地域を指定することができる。

原則として 50％以上の建蔽率が指定された区域に準防火地域を指定する。また、

延焼の防止を図ることが必要な区域については、建蔽率 40％の区域についても準防

火地域を指定することができる。

６ 地区計画の活用方針

地区計画とは、街区単位できめ細かな市街地像を実現していくための制度である。

このため、用途地域の変更に当たっては、良好な住宅地や機能的で魅力ある商店街の

形成、工場等の利便の維持、増進など、地区の実情に応じたきめ細かな市街地像を実

現するため、積極的に地区計画を活用する。

なお、地形、地物等による用途地域の変更や容積率、建蔽率の低減など市街地環境

に及ぼす影響が想定されない場合等、以下に掲げる地区については、この限りでない。

ア 用途地域の境界の基準としていた地形、地物等が変更した地区

イ 事業中または整備が完了した都市計画道路等の沿道で、用途地域を路線式指定と

する地区

ウ 土地利用現況に合わせ、用途地域を変更する場合で、用途制限や形態制限などの

集団規定が強化され、居住環境の悪化を伴わない地区

エ 地区計画によらず特別用途地区などの他の都市計画によって、目標とする市街地

像の実現が担保される地区

７ 青梅市都市計画マスタープランにもとづく用途地域等の指定方針

青梅市都市計画マスタープランの土地利用の方針で示す、低密度住宅地、中密度住

宅地、住居系複合市街地、住居・産業系複合市街地、商業系複合市街地、工業系市街

地および計画的に開発を誘導する地域の用途地域の指定方針を以下のとおり定めるも

のとする。

また、住居系土地利用では、居住環境や景観などの視点から、適正な高さ規制のあ

り方や住工混在地における地域地区の変更などの都市計画的な対応を検討する。

(1) 低密度住宅地

多摩川上流地域や霞川周辺地域などは、自然環境と調和した低密度、低層のゆと

りと潤いのある住宅地を形成するため、原則として第一種低層住居専用地域を指定

する。また、幹線道路の沿道には、居住環境に配慮した生活利便施設の立地を誘導

するため、原則として第二種低層住居専用地域を指定する。

(2) 中密度住宅地

土地区画整理事業により都市基盤が整った東部の市街地は、中密度の住宅地を形
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成するため、原則として第一種中高層住居専用地域または第二種中高層住居専用地

域を指定する。また、幹線道路の沿道には、居住環境に配慮した商業・業務施設の

立地を誘導するため、原則として近隣商業地域を指定する。

(3) 住居系複合市街地

商業系複合市街地と住居･産業系複合市街地に接する地域は、住宅を中心とする中

密度の市街地を形成するため、原則として第一種住居地域を指定する。

(4) 住居・産業系複合市街地

多摩川沿いなどの旧来から小規模な産業が点在し、住宅と工場が混在する地域は、

居住環境との調和に配慮した、住む場と働く場が近接した複合市街地を形成するた

め、原則として準工業地域を指定する。

大規模集客施設などの立地については、周辺の状況を勘案し、適正な規制・誘導

を図る。

(5) 商業系複合市街地

青梅、東青梅、河辺、小作の各駅周辺では、業務・商業施設や文化施設、各種サ

ービスを提供する施設を誘導するため、原則として商業地域を指定する。

また、幹線道路の沿道には、居住環境に配慮した業務・商業施設を誘導し、中密

度の複合市街地を形成するため、原則として近隣商業地域を指定する。

(6) 工業系市街地

東部の工業団地を中心とする地域は、企業立地を促進し、工場や関連事業所など

の産業集積を形成するため、原則として工業地域または工業専用地域を指定する。

(7) 計画的に開発を誘導する地域

黒沢地区採石場跡地などの雇用の生まれる産業の集積を図る地域については、原

則として準工業地域または工業地域を指定する。

８ 用途地域の指定見直し等に関する方針

既成市街地の機能更新等を効果的かつ円滑に進めるため、都市計画事業等の進捗状

況に応じ、適時適切に用途地域等を見直す。

市街地再開発事業等面的な都市計画事業を行う場合は、事業の都市計画決定と合わ

せ用途地域等の変更を行う。

土地区画整理事業の施行区域にあっては、原則として仮換地指定以降に用途地域等

の変更を行うこととし、区域の一部に仮換地指定がなされた場合は、誘導容積型地区

計画と合わせて、用途地域等の変更を行うものとする。

都市計画道路等の整備に伴う用途地域等の変更は、供用開始の時期等を捉え、適切

に見直しを行うとともに、誘導容積型地区計画を有効に活用していく。

９ 用途地域の区域等の設定に関する方針

(1) 区域の境界線等

住居系用途地域と路線式商業系用途地域が隣接する場合など、隣接する用途地域
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相互の容積率の差が過大にならないよう配慮して設定するものとする。

用途地域等の区域の境界は、道路、鉄道その他の施設、河川、がけその他の地形、

地物等、土地の範囲を明示するために適当なものを境界線とする。ただし、幹線道

路沿道など地域の特性により、これにより難い場合は、路線式指定とすることがで

きるものとする。

なお、地形、地物等により難い場合は、市街地開発事業区域、行政界などを境界

線とすることができる。

(2) 標準面積および路線式指定の区域

用途地域等の最小標準面積は、「指定基準」に示された数値を原則とするが、都市

計画事業や、特別用途地区、地区計画により計画的な市街地の整備を図る区域、比

較的規模の大きい公共施設の区域については、指定基準の数値によらないことがで

きる。

また、用途地域等を路線式指定とする場合、原則として、その区域の幅は道路境

界線より 20ｍとする。ただし、おおむね 15ｍ以上の幅員を有する道路沿いの区域を

路線式指定とする場合は、延焼遮断帯形成など土地利用の目標、地域の特性および

周辺の土地利用等を勘案し、その区域の幅は道路境界線より 30ｍとすることができ

る。
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用 途 地 域 等 に 関 す る 指 定 基 準
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― 用途地域等に関する指定基準 ―

日影規制の基準については、「東京都日影による中高層建築物の高さの制限に関する条例」にもとづく

ものとする（商業地域、工業地域および工業専用地域を除く。以降同様）。

(注) 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその凡例

敷：敷地面積の最低限度 外：外壁の後退距離

１ 第一種低層住居専用地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

低層住宅にかかる良好な住居の環境を保護する

ため定める地域とする。

２ 建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとおり

とする。ただし、これにより難い区域は建蔽率３

０％、容積率５０％とする。

３ 外壁の後退距離

外壁の後退距離は、必要な区域について１．５

ｍまたは１ｍに指定する。ただし、地区計画によ

り異なる数値を定めることができる。

４ 敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について２

００㎡以下で指定する。

５ 建築物の高さの限度

建築物の高さの最高限度は、１０ｍに指定する。

６ 高度地区

原則として、第一種高度地区に指定する。

７ 防火地域及び準防火地域

建蔽率５０％以上の区域は準防火地域に指定す

る。

８ 規模

おおむね５ｈａ以上とする。ただし、第二種低

層住居専用地域と隣接する区域または地区計画等

による区域は、この限りでない。

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選

定はおおむね１ｈａ以上とする。

９ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、敷地面積の最低限度、区域の道路等公共施設

の整備水準に応じた、壁面の位置、容積率の最高

限度などに関する事項の導入を検討する。

指定標準

適用区域
建蔽率

％

容積率

％

建築物の高

さの限度

ｍ

用途地域の

変更に当た

り導入を検

討すべき事

項（注）

１ 良好な環境の一般的な低層住宅地として将来と

もその環境を保護すべき区域

４０ ８０ １０ 敷・外

２ 土地区画整理事業の完了した区域もしくは地区

計画等により道路等公共施設が整備された区域

５０ １００ １０
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(注) 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその凡例

敷：敷地面積の最低限度 外：外壁の後退距離

２ 第二種低層住居専用地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

良好な住居の環境を有する低層住宅地の形成

を図る地域において、主要な生活道路に面する地

域等について、住民の日常生活圏にも配慮して、

小規模な日用品販売店舗等の立地を許容するた

め定める地域とする。

２ 建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとおり

とする。

３ 外壁の後退距離

外壁の後退距離は、必要な区域について１．５

ｍまたは１ｍに指定する。ただし、地区計画によ

り異なる数値を定めることができる。

４ 敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について２

００㎡以下で指定する。

５ 建築物の高さの限度

建築物の高さの最高限度は、１０ｍに指定する。

６ 高度地区

原則として、第一種高度地区に指定する。ただし、

容積率１５０％の区域については、第二種高度地区

に指定することができる。

７ 防火地域及び準防火地域

準防火地域に指定する。

８ 規模

おおむね１ｈａ以上とする。ただし、第一種低層

住居専用地域と隣接する区域または路線式指定と

する区域は、この限りでない。

９ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合は、

敷地面積の最低限度、区域の道路等公共施設の整備

水準に応じた、壁面の位置、容積率の最高限度など

に関する事項の導入を検討する。

指定標準

適用区域
建蔽率

％

容積率

％

建築物の高

さの限度

ｍ

用途地域の

変更に当た

り導入を検

討すべき事

項（注）

１ 良好な住居の環境を維持しつつ、低層住宅用地

としての土地の有効利用を図る区域

５０ １００ １０ 敷・外

２ 上記１．の区域で、鉄道駅の徒歩圏、主要な道

路の沿道等で必要な公共施設が整備された区域

５０ １００ １０

６０ １５０
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(注) 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその凡例

敷：敷地面積の最低限度

３ 第一種中高層住居専用地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

中高層住宅にかかる良好な住居の環境を保護す

るため定める地域とする。

２ 建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとおり

とする。

３ 敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について

２００㎡以下で指定する。

４ 高度地区

(1) 原則として、第二種高度地区に指定する。た

だし、特に良好な住環境を保護するべき区域は

第一種高度地区に指定することができる。

(2) 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域等

は、住環境に配慮しつつ、建築物の高さの最高

限度を定める高度地区に指定することができ

る。

５ 防火地域及び準防火地域

原則として、建蔽率５０％以上の区域は準防火

地域に指定する。ただし、容積率２００％の区域

で市街地の安全性の向上を図る区域は、防火地域

に指定することができる。

６ 規模

おおむね３ｈａ以上とする。ただし、第二種中

高層住居専用地域と隣接する区域または路線式指

定とする区域は、この限りでない。

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選

定はおおむね１ｈａ以上とする。

７ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、敷地面積の最低限度、壁面の位置などに関す

る事項、地区の環境の向上に配慮して壁面後退部

分の緑化などに関する事項の導入を検討する。

指定標準

適用区域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更

に当たり導入を

検討すべき事項

（注）

１ 優れた住居の環境とともに教育環境の保護を図

り、中高層住宅地として、その環境を保護する区域

４０ １００ 敷

５０

２ 良好な中高層住宅地として、その環境を保護する

区域または開発、整備する区域

６０ １５０

２００

３ 第一種低層住居専用地域または第二種低層住居専

用地域を貫通する主要な道路沿いや、後背地の良好

な環境を保護する区域

５０ １５０

６０ ２００
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(注) 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその凡例

敷：敷地面積の最低限度

４ 第二種中高層住居専用地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

良好な住居の環境を有する中高層住宅地の形成

を図る地域において、鉄道駅の徒歩圏で主要な生

活道路に面する地域等について、住民の日常生活

の利便から中高層住宅地内で中規模な店舗等の立

地を許容するため定める地域とする。

２ 建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとおり

とする。

３ 敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について２

００㎡以下で指定する。

４ 高度地区

原則として、第二種高度地区に指定する。

５ 防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。ただし、

市街地の安全性の向上を図る区域は、防火地域に

指定することができる。

６ 規模

おおむね３ｈａ以上とする。ただし、第一種中

高層住居専用地域と隣接する区域または路線式指

定とする区域は、この限りでない。

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選

定はおおむね１ｈａ以上とする。

７ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、敷地面積の最低限度、壁面の位置などに関す

る事項、地区の環境の向上に配慮して壁面後退部

分の緑化などに関する事項の導入を検討する。

指定標準

適用区域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更

に当たり導入を

検討すべき事項

（注）

１ 中高層住宅地として整備されている区域で、住民

の日常生活の利便から中規模な店舗等の立地を図る

区域

６０ ２００ 敷
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(注) 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその凡例

敷：敷地面積の最低限度

５ 第一種住居地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

住居の環境を保護するため定める地域とする。

２ 建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとおり

とする。

３ 敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について

２００㎡以下で指定する。

４ 高度地区

(1) 原則として、第二種高度地区に指定する。た

だし、容積率１５０％の区域は第一種高度地区

に指定することができる。

(2) 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域等

は、住環境に配慮しつつ、建築物の高さの最高

限度を定める高度地区に指定することができ

る。

５ 防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。ただし、

容積率２００％の区域で市街地の安全性の向上を

図る区域は、防火地域に指定することができる。

６ 規模

おおむね３ｈａ以上とする。ただし、道路沿い

に路線式指定とする区域は、この限りでない。

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選

定はおおむね１ｈａ以上とする。

７ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、用途、敷地面積の最低限度、壁面の位置など

に関する事項、地区の環境の向上に配慮して壁面

後退部分の緑化などに関する事項の導入を検討す

る。

指定標準

適用区域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更

に当たり導入を

検討すべき事項

（注）

１ 店舗、事務所等が混在しているが、住居の環境を

保護する区域

６０ １５０ 敷

２ 上記１の区域で、鉄道駅の徒歩圏、主要な道路の

沿道等で高度利用を図る区域

６０ ２００
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(注) 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその凡例

敷：敷地面積の最低限度

６ 第二種住居地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

住居の環境を保護する住宅地において、住居と

店舗、事務所等の併存を図るため定める地域とす

る。

２ 建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとおり

とする。

３ 敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について

２００㎡以下で指定する。

４ 高度地区

原則として、第二種高度地区に指定する。

５ 防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。ただし、

市街地の安全性の向上を図る区域は、防火地域に

指定することができる。

６ 規模

おおむね３ｈａ以上とする。ただし、道路沿い

に路線式指定とする区域は、この限りでない。

また、建蔽率と容積率の組合せの適用区域の選

定はおおむね１ｈａ以上とする。

７ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、用途、敷地面積の最低限度、壁面の位置など

に関する事項、地区の環境の向上に配慮して壁面

後退部分の緑化などに関する事項の導入を検討す

る。

指定標準

適用区域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更

に当たり導入を

検討すべき事項

（注）

１ 住居の環境を保護する住宅地において、住居と店

舗、事務所等の併存を図るため定める区域

６０ ２００ 敷
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(注) 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその凡例

敷：敷地面積の最低限度

７ 準住居地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業

務の利便の増進を図りつつ、これと調和した住居

の環境を保護するため定める地域とする。

２ 建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとおり

とする。

３ 敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について

２００㎡以下で指定する。

４ 高度地区

原則として、第二種高度地区に指定する。

５ 防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。ただし、

容積率２００％の区域で市街地の安全性の向上を

図る区域は、防火地域に指定することができる。

６ 規模

おおむね１ｈａ以上とする。ただし、道路沿い

に路線式指定とする区域は、この限りでない。

７ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、用途、敷地面積の最低限度、壁面の位置など

に関する事項、地区の環境の向上に配慮して壁面

後退部分の緑化などに関する事項の導入を検討す

る。

指定標準

適用区域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更

に当たり導入を

検討すべき事項

（注）

１ 主要な道路の沿道等で、自動車関連施設等が立地

している区域

５０ １５０ 敷

６０ ２００
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(注) 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその凡例

敷：敷地面積の最低限度

８ 近隣商業地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行

うことを主たる内容とする商業その他の業務の利

便を増進するため定める地域とする。また、隣接

する住宅地との環境の調和を図る必要がある商業

地等を定めるものとする。

２ 建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとおり

とする。

３ 敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について２

００㎡以下で指定する。

４ 高度地区

(1) 原則として、第二種高度地区に指定し、容積

率３００％の区域は路線式指定の区域を除き、

第三種高度地区に指定する。

(2) 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域等

は、住環境に配慮しつつ、建築物の高さの最高

限度を定める高度地区に指定することができ

る。

５ 防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。ただし、

市街地の安全性の向上を図る区域は、防火地域に

指定することができる。

６ 規模

おおむね０．５ｈａ以上とする。ただし、商業

地域に隣接する区域または道路沿いに路線式指定

とする区域は、この限りでない。

７ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、用途、敷地面積の最低限度、壁面の位置など

に関する事項、地区の環境の向上に配慮して壁面

後退部分の緑化などに関する事項の導入を検討す

る。

指定標準

適用区域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更

に当たり導入を

検討すべき事項

（注）

１ 第一種低層住居専用地域または第二種低層住居専

用地域に接する区域

８０ ２００ 敷

２ 中心市街地の鉄道駅周辺や、主要な道路の沿道等

で、周辺の環境を保護する区域または商業地域の周

辺にあって、主として日常購買品等を扱う店舗、事

務所等の多く立地している区域もしくはそれらの立

地を図る区域

８０ ２００

３００
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(注) 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその凡例

敷：敷地面積の最低限度

９ 商業地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

中心商業地または地域の核として店舗、事務所、

娯楽施設等の集積を図る主要な鉄道駅周辺で、商

業その他の業務の利便を増進するため定める地域

とする。

２ 容積率

容積率は、指定標準のとおりとする。

３ 高度地区

(1) 容積率３００％の区域は第三種高度地区に指

定することができる。

容積率４００％以上の区域については、原則

として、斜線制限型高度地区に指定しないもの

とする。

(2) 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域等

は、住環境に配慮しつつ、建築物の高さの最高

限度を定める高度地区に指定することができ

る。

４ 防火地域及び準防火地域

容積率４００％以上の区域は防火地域に指定す

る。その他の区域は、原則として、準防火地域に

指定する。ただし、容積率３００％の区域で市街

地の安全性の向上を図る区域は、防火地域に指定

することができる。

５ 規模

おおむね０．５ｈａ以上とする。ただし、近隣

商業地域と接する区域および路線式指定とする区

域は、この限りでない。

６ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、用途、敷地面積の最低限度、建築物の高さ、

壁面の位置などに関する事項、地区の環境の向上

に配慮して壁面後退部分の緑化などに関する事項

の導入を検討する。

指定標準

適用区域
容積率

％

用途地域の変更に当たり

導入を検討すべき事項

（注）

１ 近隣商業地域では許容されない商業施設が多く立

地している区域で、高度利用を図ることが不適当な

区域または道路幅員が狭く高度利用を図ることがで

きない区域もしくは高度利用を図る必要がない区域

３００ 敷

２ 近隣商業地域では許容されない商業施設が多く立

地し、必要な公共施設が整備された区域で、高度利

用を図る区域

４００

３ 中心市街地の鉄道駅周辺で、商業その他の業務の

利便を増進するため高度利用を図る区域

４００

５００
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（注） 用途地域の変更に当たり、指定標準の内容に応じて用途地域で導入を検討すべき事項およびその

凡例 敷：敷地面積の最低限度

１０ 準工業地域

指定、配置および規模等の基準

１ 指定すべき地域

住宅等の混在を排除することが困難または不適

当と認められる工業地等で、環境の悪化をもたら

すおそれのない工業の利便を増進するため定める

地域とする。

２ 建蔽率と容積率の組合せ

建蔽率と容積率の組合せは、指定標準のとおり

とする。

３ 敷地面積の最低限度

敷地面積の最低限度は、必要な区域について２

００㎡以下で指定する。

４ 高度地区

(1) 原則として、容積率２００％以下の区域は第

二種高度地区に、容積率３００％の区域は第三

種高度地区に指定する。ただし、容積率１５０％

の区域は第一種高度地区に指定することができ

る。

(2) 良好な街並み景観の誘導を図るべき区域等

は、住環境に配慮しつつ、建築物の高さの最高

限度を定める高度地区に指定することができ

る。

５ 防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。ただし、

市街地の安全性の向上を図る区域は、防火地域に

指定することができる。

６ 規模

おおむね５ｈａ以上とする。ただし、工業地域

と隣接する区域または道路沿いに路線式指定する

区域は、この限りでない。

７ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、地区施設の配置および規模や、用途、敷地面

積の最低限度、壁面の位置などに関する事項、地

区の環境の向上に配慮して壁面後退部分の緑化な

どに関する事項の導入を検討する。

８ 特別工業地区

特定の工業の利便の増進を図る地区またはその

利便の増進を図りつつ、これと調和した住居等の

環境の保護を図ることが必要な地区に特別工業地

区を定める。

準工業地域のうち、住宅地に近接する区域、ま

たは家内工業もしくは中小企業の工場と住宅が混

在し、騒音、振動等の近隣公害の防止を図る区域

は、第二種特別工業地区に指定する。

指定標準

適用区域
建蔽率

％

容積率

％

用途地域の変更

に当たり導入を

検討すべき事項

（注）

１ 住宅と調和した複合市街地の形成を図る区域 ６０ １５０ 敷

２００

２ 主として流通業務施設または工場等の集約的な立

地を図る区域

５０ １５０

６０ ２００

３ 上記２の区域で、高度利用を図る区域 ５０ ３００

６０
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１１ 工業地域

指定、配置および規模等の基準

（指定標準および適用区域）

１ 指定すべき地域

工業専用地域および準工業地域のいずれにもあ

たらないが、工業の利便を増進するために定める

地域とする。

２ 容積率

原則として、２００％とする。

３ 建蔽率

原則として、６０％とする。

４ 高度地区

原則として、指定しないものとする。ただし、

地区内またはその周辺の環境に配慮が必要な場

合、指定することができる。

５ 防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。

６ 規模

おおむね５ｈａ以上とする。

７ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、地区施設の配置および規模や、用途、敷地面

積の最低限度、壁面の位置などに関する事項、地

区の環境の向上に配慮して壁面後退部分の緑化な

どに関する事項の導入を検討する。

８ 特別工業地区

特定の工業の利便の増進を図る地区またはその

利便の増進を図りつつ、これと調和した住居等の

環境の保護を図ることが必要な地区に特別工業地

区を定める。

工業地域で、水質汚濁、大気汚染等の公害を防

止する必要がある区域は、第一種特別工業地区に

指定する。

１２ 工業専用地域

指定、配置および規模等の基準

（指定標準および適用区域）

１ 指定すべき地域

住宅等の混在を排除し、またはこれを防止し、

工業に特化した土地利用を図る地域等で、工業の

利便を増進するため定める地域とする。

２ 容積率

原則として、２００％とする。

３ 建蔽率

原則として、６０％とする。

４ 高度地区

指定しないものとする。

５ 防火地域及び準防火地域

原則として、準防火地域に指定する。

６ 規模

おおむね５ｈａ以上とする。

７ 地区計画で定める事項

用途地域の変更に伴い地区計画を定める場合

は、地区施設の配置および規模や、用途、敷地面

積の最低限度、壁面の位置などに関する事項、地

区の環境の向上に配慮して壁面後退部分の緑化な

どに関する事項の導入を検討する。

８ 特別工業地区

特定の工業の利便の増進を図る地区またはその

利便の増進を図りつつ、これと調和した住居等の

環境の保護を図ることが必要な地区に特別工業地

区を定める。

工業専用地域で、水質汚濁、大気汚染等の公害

を防止する必要がある区域は、第一種特別工業地

区に指定する。
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運 用 に つ い て

１ 法律等の改正が行われた場合や、青梅市都市計画マスタープランを改定した場合は、

この指定方針および指定基準の内容を再検討し、必要に応じて変更するものとする。

２ 土地利用に関するその他の都市計画の決定等に当たっても、この指定方針および指

定基準を踏まえて行うものとする。

３ この指定方針および指定基準は、青梅市全域を対象として統一的な運用を図るもの

とするが、特段の定めのない事項のほか、この指定方針および指定基準により難い理

由があるときは、別途協議することにより特別の運用ができるものとする。

４ この指定方針および指定基準は、平成 28 年９月１日から施行する。

５ この指定方針および指定基準の一部改正は、令和８年 月 日から実施する。


